
健康保険を 

業務上のけが等に使える時

業務上と業務外のけがの取り扱い 

労災保険は労働者の業務上のけがや病気

の為の制度であり、経営者や役員は原則と

して労災保険の適用を受ける事はできませ

ん。但し特別加入と言う制度があり、経営

者や役員も一般の労働者と同様に働いてい

る場合に労災保険に加入できる途が開かれ

ています。 

特別加入制度を利用するにはその事業所

自体が労災保険の適用事業所でなければな

りませんが、従業員がおらず親族だけで経

営している様な事業所では特別加入もでき

ない状態です。 

 国民健康保険においては、業務上・業務

外の区別はなく治療を行う事ができますが、

健康保険は原則として業務外のけが、病気

等の治療となります。業務上のけがは、労

災保険を使用して治療を行う事となってい

ます。 

無保険状態回避の為の健保制度 

 労働者もおらず、労災保険の適用も無い

事業所では業務上のけがをしても、どの保

険も使えないと言う事になってしまいます。 

そこで平成 25 年に改正があり、健康保険の

給付制限を見直して健康保険及び労災保険

のいずれの給付も受けられない場合には、

健康保険の給付が受けられる事になってい

ます。 

原則役員の業務上の負傷について、業務

上の災害については「使用者側の業務上負

傷に対する補償は全額使用者の負担で行う

べき」との考えから労使折半である健康保

険から給付は行わないとしています。 

 しかし、5 人未満の被保険者しかいない

適用事業所に所属する法人の代表者等にお

いて、一般の従業員と著しく異ならないよ

うな労務に従事している者については健康

保険の給付の対象となっています。 

被保険者数が 5 人未満であって代表取締

役や役員が業務上でけがをした場合、健康

保険から受けられる保険給付はすべてが対

象になります。 
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5人未満の

会 社 で は

労 災 で も

健 保 が 使

えます 


